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巻頭言

省CO2型都市の実現に向けて

iiiiiii
社|11法人都11J環境エネルギー協会副理ﾘﾄﾞ災

東京ガス株式会社取締役常務執行役ロ

エネルギーソリューション本部長

村木茂

本f１２６月に１１１１市環境エネルギー協会の副ＦＭ１Ｉ長に就任いたしました東京ガスの村木でございます。当協会

は地域冷暖房に軸足を綴きつつ「都I|丁」「環境」「エネルギー」をキーワードに、近年の都市の識1111題への解

決に取り組む大変重要な役削を担っておI)ます゜特に地球i品暖化対策や都ilTのヒートアイランド化対策、梛

市の災１１ｆ対簸に対する貢献を大変WI線されておI)ます。今後は協会の活動を通して、協会の発展に微力なが

ら貢献したいと考えておりますので1.Kし<お願いいたします。

さて、いよいよ未ｲｌｉから〕j(M;議定iII:の第一約束1011111が始まI)ます゜日本は６％のCO2削減目標（1990年比）

に対して現状は８％の墹加となっておI〕、［1標達成が非常に|Ⅱ難な状況となっておI)ます。特にＣＯ:排出111:の

増加が衿しい比生用や家庭)１１での対箙が求められておI)、トップランナーIliⅡ度等これまでも機器の効率改善

による対策は進められてきましたが、ｃo醤のjW加傾liiIに歯112めが掛からない状況になっておI〕ますｃこれは、

個々の機器では高効率化が進んでいるものの、個別空調方式では超低負荷での迦Iluiが多くなI)、効率的な述

転が川来ないことも‐つの要因になっていると考えられています。このように、機器の満効率化だけの対応

ではＣＯ削減に限界があるため、一昨イド採択された功(柵議定答目標達成計mIiでは「エネルギーのIIii的な利Ⅱ]」

｢環境に優れた地域冷暖房の將及・導入を図ること」が明記ざｵL、地区･街区単位での省ＣＱ対策の推進が求め

られております。

－．が人l｣や商業施設は都市部に集中化する傾li1のなか、コンパクトシティ構想など効率的で環境に配感

した都市形成が提唱されておl〕ます゜こうしたなか、一種jIL中によるヒートアイランド化といった都市の熱

環境の悪化を防ぎ、あわせて省エネルギー、ＣＯｊｉＩ減を進め地球温暖化対鞭に貢献lⅡ来る街づくりとエネルギ

ーシステムのIMi築が雌重点ilM題の一つとなっておI)、地域冷暖房システムが重要な役割を来たして行くもの

と考えております。

エネルギー密度の問いコンパクトシティにおいて複数建物間や地域内でのエネルギー融通を行い、更には

隣接する地域冷暖房システム間のネットワーク化を進め、そのなかにごみ焼却場の排熱といった郁市排熱や
再/kⅡJ能エネルギーを取I)込むことによ')大IlJな省エネルギーとＣＯ測減がⅡ】侍できます。

こうしたエネルギーの面的利１１１を進めて行くうえでは政策iliiの支援や制度面での整備が不可欠であI)ます。

昨ｲl：ｌｌｉｌ士交j､竹から「エコまちネットワーク整備ⅢI業」のiIli助NiII庇が創般きれたことは愈義深いものと感じ
ておI)ますが、更にエネルギーネットワーク化にIil]けた環境整備やルール作り、ネットワークインフラ終備
に対する制皮設計やIMj成措Iriなどを進めてjij:〈必要があると考えておl)ます゜

こうした今後の地域冷暖脇活用の可能性を受けて、当協会はこれまで端ってきた技術やノウハウを駆使す
るとlIil時に、行政との運搬も更に鋤めて、これからの街づくI)と地球温|吸化対莱の推進に貢献することが期
待されます。

都市環境エネルギー第88号３



特集

地域におけるエネルギー面的活用

一熱供給の理解・行動・拡大を図るために－

資源エネルギー庁電かガス事業部政策課課長補佐須山照子

かな運転管理、適切な維持管理等により、個別空調

よりもかなりの省エネ効果が示されております。ち

なみに、８６事業者150地区の全熱供給事業者の省

エネ効果は、年間で２５万戸の家庭の冷暖房、給湯

の使用鰹に匹敵します。

また、熱源設備を個々の建物から排除し、熱源を

集中管理するため、火災による被害の防止に貢献で

きますし、火災発生時において水蓄熱槽の水を消火

用水、生活用水に活用することも可能となります。

平成７年１月に起きた兵庫県南部地震でも、熱供給

施設の大きなダメージは無く、防災に強い街づくり

にも貢献している事業です。

政府の政策上でも､京都議定醤の目標達成計画で、

目標達成ための対策と施策に省CO2型の都市デザイ

ンとして「エネルギーの面的な利用の促進」が挙げ

られ、環境性に優れた地域冷暖房などの積極的な導

入．普及を図ることが記述されております。昨年５

月には、経済産業省がとりまとめました「新・国家

エネルギー戦略」の中でも、省エネ都市・地域の構

築のためにも未利用排熱等を利用した面的なエネル

ギー融通の推進などを図っていくことが必要と位霞

付けられております。

１．はじめに

今、民生分野で空調や給湯の重要が増大している

中で、地域熱供給事業のメリットが注目されていま

す。熱供給事業は、通常地域冷暖房と言われていま

すが、昭和４７年に熱供給事業法が施行され、以来、

３０年あまりが経ち、現在では全国で８６事業者

１５０地区で熱供給事業が行われています。

欧米では、熱供給事業はすでに百年以上の歴史を

有しておりますが、日本では、熱供給事業法制定当

時は、大気汚染防止などの公害防止の観点から熱供

給事業が大きく浮上してきましたが、過去をさかの

ぼれば戦後の駐留軍施設にも採用されておりました

し、昭和２２年には、社団法人衛生工業会が、戦後

の都市計画の中に地域暖房をとりいれるべく地域暖

房委員会を立ち上げ、戦後復興の礎と注目されたの

です。確かに、昭和４０年代に入りますと大阪万博

会場内に、冬期オリンピック札幌大会の選手村に

新宿副都心開発等に熱供給が導入されていったので

す。そして、オイルショック、バブルの崩壊と逆風

が吹き荒れる時代もありましたが、最近では、エネ

ルギーの有効活用、省エネルギー、ヒートアイラン

ド対策と地球温暖化対策に効果ありとしてエネルギ

ーの面的活用として注目されてきました。本年８月

に開かれました京都議定書目標達成計画の見直しを

進めている環境省と経済産業省の合同審議会は、

ＣＯ２排出削減策、計画の進み方は極めて厳しい状況

にあり追加措置を求める中間とりまとめがされまし

た。その中で、業務部門は極めて厳しく、次に家庭、

運輸部門の増加も目立つところでした。業務部門に

おける省エネルギーを実現するために冷暖房の効率

の向上などエネルギー管理の徹底が必要と言えま

す。熱供給事業の場合、高効率設備の導入、きめ細

４都市環境エネルギー第88号

２．都市開発の中での地域冷暖房の役割

地域冷暖房は都市開発、あるいは再開発とセット

で進むことが多く、東京臨海、晴海、幕張、横浜

等々の開発計画で一気に進んだのが典型的な例で

す。また、東京の丸の内などで、熱供給が行われて

いる地域で、さらに新しいビルを事業の対象として

いく例もあります。しかし、既存ビルを地域冷暖房

に切り換えるときには、耐用年数が過ぎて償却が終

わって老朽化した設備をリブレイスしたいビルオー



特集

ａ末利用エネルギー活用ポテンシャルと社会的効

果

平成１６年度に、清掃工場、下水処理場等主要な

未利用エネルギーの賦存位置と都市開発地区等の位

邇的関係を調査した結果、末利用エネルギーとの利

用可能限界距離を１ｋｍ以内とした場合、首都圏や

近畿圏を中心に年間約１ａ４００ＴＪの未利用エネル

ギーが有効活用できるとの結果が出ました。この数

値は、全国で約５千TJ/年の省エネ効果、約２０万ｔ

の省ＣＯ２効果が期待できることになります。また、

こみ焼却排熱、下水汚泥焼却排熱、工場排熱等の高

温の未利用エネルギーの場合、コスト面からみた利

用可能限界距離を１～３５kｍと試算されておりま

す。そこで、高温排熱の場合の利用可能限界距離を

１ｋｍから５kｍまで拡げますと倍以上の活用可能量

になります。現在、新潟県中越沖地震で東京電力の

柏崎．刈羽原子力発電所が停止中でありますが、年

度末まで原発が停止し火力発電所で電力を補った場

合、ＣＱ排出量は２８００万トンに相当するといわ

れております。今、更に、ＣＯ２削減に向けての－つ

ナーの意向となかなかタイミングが合わないのが、

この事業の最も難しいところですが、ＣＯ２を出さな

い街づくり、都市部における省エネルギー、省ＣＯ２

を進めていく上で都市のエネルギーシステムのあり

方について検討亡れ数々の熱供給のトップランナー

が誕生しております。例えば、晴海アイランド地区

では、国内最大の大規模蓄熱槽と高効率運転、冷房

排熱回収等により、省エネ効果、ＣＯ２削減効果

４５％と画期的な数値となっております。幕張新都

心ハイテク・ビジネス地区では、未利用エネルギー

(下水処理水)、ビル排熱の活用と高効率運転により

省エネ効果、ＣＯ２削減効果５２％を実現しておりま

す。同じ、幕張新都心で供給を行っている幕張新都

心インターナショナル・ビジネスでは、大型ガスエ

ンジンと電動ターボ冷凍機を組み合わせた発電型熱

供給により高い総合エネルギー効率でCO2削減効果

の高い供給展開が可能となっております。このよう

に熱供給事業は、省エネルギー'性、環境性にも優

れており、また、未利用エネルギー、排熱等を利用

できる面もありますので、「省エネ都市・地域の構

築」として位置づけられており、その役割が期待さ

れております。今後、更に未利用エネルギー等導

入促進にも注目が集められているところです。

－つの着実な積み重ねが求められております。

未禾Ｉ用エネルギーの面的》舌用の効果

一聯
型｣フ

２，

(全国の主な未利用エネルギー約１万ＴＪ/年を有効活用した場合）

(出典)平成１６年度新エネルギー等導入促進基礎11,蚕[未利用熱エネルギー導入基盤露臓鯛茜
源エネルギー庁．平成１７年３月）

都市潔境エネルギー第88号 ５

項目 全国 首者'1園･近畿1劃 東京

未禾１１用エネルギー

；舌用量(ＴＪ/年）

￣

￣

｢曰】

｛氏

昂系

局系

２，０６９

１１，３１３

１．９６５

７，３２２

８３

1，７８８

省エネルギー量(ＴＪ/年） ４，８４２ ３，８３８ ４ｇｏ

省ＣＯ２量(t-CO2/年） ２１５，８３５ １７５１５２８ ２０，１０９
く



特集
向、新エネルギー、省エネルギー導入推進施策、地

域レベルでの温暖化対策等、地域の実態を正確に把

握し、情報を関係者が広く共有化していくことが重

要であり、その把握手法として地域関連情報を、

GＩＳ（地域地理情報システム）などを使って地域情

報マップとして整理することも有効です。

■地域関連情報をデータベース化したものを、

ＧｌＳ（地理情報システム）を用いて整理し、「未

利用エネルギー面的活用熱供給関連情報マップ」

（地域情報マップ）を作成します。

面歸百面Xﾃｰﾗｑ

４．地域における活用促進に向けた検討手順と情報

収集

未利用エネルギーのポテンシャルを具現化してい

くためにも、地域において、地方公共団体、デベロ

ッパー、建築主、利用者といった事業関係者の方々

が、相互連携し、都市開発などにあわせて末利用エ

ネルギーの活用等計画的に導入推進していく必要が

あります。

そのためには、未利用エネルギーデータ、都市開

発、既存建築物に関するデータ、エネルギー需給動

地域における未禾I｣用エネルギー

面的;舌用のための検討手II項

①関罰里する地沌R情報を把Ｉ歴する

、鰯繍錯………〆
②地域情報マップ表作成する

Ｏ地竝関連楢躯をGIS(地理憤輯システム)で整理

二二LLL二二③X露P圦麺璽趨目目星がに斬るL-----Ｊ

□

且弾婆bilM縁還

<三

、 韮3入ケース＝抑市開発〆既般､也城冷日妥腰１１鋤、〆
既成市街地

冠》
一一一

土也｣域'二ｺＳ【ナろヨミ未IjFFヨエオミノレ弍竺一

両日勺;舌用０つた6ｺ>ｏ>杉と冨寸手Ⅱ頃

闘蓮ゴーろjuZ2戊情旬汲塞稗$ｐＨする

＊”、エキルＴ－悶迺・五ｍ亜ユヰル\--京
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地域情報マップとは

・地域関連情報をＧｌＳ（地理情報システム）

を用いて整理したもの

・地域関連情報を地図上に落とし込み、目的

に応じた'情報の選択・表示が可能

地域情報マップの役割

・利用エネルギー活用関連情報の関係者間で

の共有、計画的な導入の支援

・末利用エネルギー活用導入の適地の地域指

定など、施策検討の基礎資料となる

・都市開発などの拠点レベルでの具体的な導

入可能性検討のための基礎資料となる

・地域の温暖化防止、ヒートアイランド抑制

など各種の地域計画策定のための基礎資料

となる

次に、関係者の共通認識の上に導入の機会を逸し

ないように関係者間の合意形成が必要となってきま

すが、その中で、「理解」からスムーズな「行動」

にうつすためにも地球温暖化対策などの環境施策、

省エネルギー・新エネルギー推進施策、都市再生や

建築物の環境配慮施策等の中で適切に位置づけし連

携をとりながら進めていく必要があります。これま

で以上に国、地方公共団体、関係団体の連携強化を

進めていかなければなりません。また、多数の主体

が参加・連携して都市の適切なエネルギーシステム

の導入を進めていくことは一朝一夕に出来るもので

なく息の長い取り組みです。各主体が、積極的に出

来るところから順次着手し着実に幅を広げていくこ

とが必要です。そして、地域に根付かせ、普及「拡

大」させていくためにも地方公共団体の環境部局、

都市計画部局、道路管理部局、建築指導部局、そし

て未利用エネルギー部局による横断的連絡、調整体

制の確立が期待されます。横断的連携は、この事業

の未来予想図を大きく左右することになります。

むけ新たな枠組みづくりの大きな－歩になりまし

た。他方、今年２月に発表された国連のＩＰＣＣ第４

次評価報告書によりますと温暖化が予測よりも加速

されており、その原因が人為起源の温室効果ガスに

よるものとされております。このまま温暖化が進む

と集中豪雨などの気象異常により農業牛産量に大き

な影響が懸念されます。２００６年度の食料自給率

は、４０％を割って３９％に低下しました。天候不

順で農作物の国内生産霞が減ったことが主因とされ

ております。また、今夏は、岐阜県多治見市と埼玉

県熊谷市で４０ｓ度の最高気温を記録し、１９３３年

７月に、山形市で記録した４０８度から国内観測史

上の最高記録を更新しました。このような状態が

益々エスカレートしていきますと食料不安はもとよ

り、生態系への悪影響が懸念されます。産・宮・学

の英知を結集させ、軸のぶれない取り組みが今求め

られております。

５．おわりに

今年の６月、ドイツ北東に位置するバルト海沿岸

の保養地、ハイリゲンダムにて開催されましたサミ

ットの場で、「２０５０年までに温暖化ガスの半減を

検討する｡」ことで合意され、ポスト京都議定書に

都市環境エネルギー第88号 ７
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東京都の気候変動対策

~これまでの取組と今後の展開一

山本明東京都環境局都市地球環境部環境配慮事業課長

２００２年度に当初の制度がスタートし、制度強化

が図られて２００５年度から新制度が再スタートと

した。対象事業所の要件は、省エネ法と同様に、燃

料、熱、電気の使用霞が、原油換算で年間合計

１５００k1以上の事業所が対象となる｡これによって、

都内の産業及び業務部門で排出される温室効果ガス

の約４５％を占める事業所約１３００が本制度の対象

となる。

本制度の計画期間は５年間で、より高い削減目標

に誘導するために、対象事業所が取組むべき削減対

策を東京都が提示するとともにその削減対策の計

画・実施に向け、都が事業所を指導助言するものと

している。また、積極的に取組んだ事業所が社会で

評価されるように、事業所の取組内容を都が評価し

公表することとしている。

本年６月、東京都は気候変動対策方針を公表し、

東京の温暖化ガス排出量を２０２０年までに２０００

年比２５％削減するという目標にむけ、新たな施策

を展開していくこととした。本方針策定の基礎とな

ったものは、前回の環境確保条例の改正により

２００５年度よりスタートした新・地球温暖化対策

計画醤制度を含む4つの施策（図－１，２）である。

以下では、この地球温暖化対策計画醤制度について

解説し、最後に今後の取組の方向性について述べて

みたい。

１．新・地球温暖化対策計画醤制度の概要とねらい

本制度は、環境確保条例に基づき、エネルギーを

相当鑓使用する都内の大規模事業所に対し、地球温

暖化対策計画書の提出を義務付けるものである。

図－１２００５年東京都環境確保条例の改正

■業務部門対策

2002.4施行の前制度を改正･強
化

【改正のポイント】
都が対策を指導･助言
事業所の取組を都が評価･公表
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業所独自の対策や先進的な対策としている。

基本対策の選定にあたっては、事業所に過度な負

担を求めることなく基本的なレベルの対策を実施し

てもらうために、投資回収という考え方を導入し、

投資回収が３年以内の対策とした。逆に、投資回収

年数が３年を下回る可能性のない対策については、

事業所の積極的な取組を評価するために目標対策と

して位置づけた。

また、都の指導助言の中心は、この基本対策であ

り、この対策を計画・実施しない事業所に対し指導

助言を行っている。

２．制度の流れ

本制度のユニークなところは、事業所の計画策定

にあたり、まず、計画書案を東京都に提出（８月末）

してもらうところにある。その計画書案に基づき都

が指導助言を行い、それを踏まえて、事業所は最終

的な計画書を１２月末までに提出することとしてい

る。こうして提出された計画書を都が評価し、その

評価結果を公表する。（図－３）

次に、中間年である３年度目にそれまでの実綱

を中間報告書として提出してもらい、これを都が評

価し、その評価結果を公表することとしている。

最後に計画終了後の６年度目に、結果報告書を提

出してもらい、これについても同様に都が評価し公

表するものとしている。（図－４）

４．目標設定

目標設定では、計画削減率と目標削減率というふ

たつの目標の設定をすることとしている。過去3年

間の平均の排出鑓を基準排出量とし、この基準排出

鬮に対する基本対策と目標対策のふたつの対策によ

る温室効果ガスの削減効果を計画削減率としてい

る。一方、目標削減率は、基準排出霞に対する目標

対策による削減率を示し、この目標削減率が高い評

価を得ていくためには重要となる。また、この目標

削減率には、過去3年間に完了した目標対策相当の

対策による削減率を加えることができるものとして

3．計画書の作成

計画書の作成のガイドラインである地球温暖化対

策指針では、計画すべき対策を基本対策と目標対策

に区分している。基本対策は、事業所が墓本的に取

組むべき対策として位置づけているもので、運用改

善に係る対策や投資回収が3年以内の一般的な設備

導入対策がその内容である。目標対策は、基本対策

以外の対策で、事業所が積極的に取組む対策で、事

図－２２００５年東京都瑠填確保条例の改正

■エネルギー供給側の対策
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図－３制麿全体の流れ（１）

対象事業所東京都

□東京都地球温暖化

対策指針
・対策ガイドライン

・評価基準

・別表１～４

□点検表
□削減対策事例案

提出

指導･助言

畏出
評価

計画書ど評価結果

（Ａ以上）の公表

図－４制度全体の流れ（２）

東京都 対象事業所

中間報告書中間報告書」迄

報告書の公表

薑雇蔚~■￣指導･助言

計画書

の見直し

計画書計画書

提出

結果報告書結果報告書生

提出

報告書の公表
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いる。（図－５） 評価となる。この場合、過去３ヵ年度に完了した目

標対策相当の対策の削減率を加えることができる。

このように過去に積極的に温暖化対策を取組んでき

た事業所の取組についても公正に評価を行うしくみ

としている。（図一ｓ）

計画期間の３年度目に提出する中間報告醤では、

2年度目まで対策の実績に加え、計画書以降の追加

削減対策を含めて評価する。まず、運用対策をすべ

て実施済みであればＡ評価。また、目標削減率が

1％以上であればＡＡ評価となる。さらに、その上

のAA+評価は目標削減率S96以上かつ目標対策の実

施による実績削減率が3％以上としている。最終段

階の総合評価では総量削減率を含む総合的な評価を

行い、AAA評価として表彰を行う。（図－７）

計画終了後の結果報告書についても同様の段階評価

を行う。こうした評価に基づき、Ａ評価以上の事業

所を優良事業所として、その評価結果を都のホーム

ページで公表している。

５．評価・公表

評価に当たっては、２つの観点から評価を行うも

のとしている。第一に対策をどの程度計画し、実

施したか、対策について取組の程度を評価の基本と

している。第二に、最終的には総量削減につながる

ことが重要であるため、量的な側面についても評価

を行う。

評価は段階評価で行い、計画醤では、－次評価に

おいて基本対策への取組状況を評価する｡ここでは、

事業所で実施可能な基本対策をすべて計画していれ

ばA評価。基本対策のうち設備導入対策が未計画で

あるが、運用対策はすべて計画している場合はＢ評

価。未計画の運用対策があればC評価となる。この

－次評価では､過去に基本対策を実施済みであれば、

あらためて対策を計画する必要はなく、過去に積極

的に温暖化対策に取組んだ事業所であれば、計画す

る基本対策が全くなくてもＡ評価となる。

Ａ評価となった事業所については、次の段階に進

み、過去３カ年度のCO2排出量の平均（基準排出量）

に対する目標対策による削減鑓の割合(目標削減率）

が５％以上であればＡＡ評価。２％以上であればＡ＋

ａ2005年度計画霞提出事業所の評価

２００５年度は、１０６５の事業所より計画響が提

出された。この計画書提出事業所のＣＯ２総排出壁は

約，２ＣＯ万tで、この排出霞は都内の産業．業務部

図－５削減目標の設定

■計画削減率の算定

■目標削減率の算定

＊原則として､基準年度(計画期間前の3ｶ年度)におけるCO2排出量の平均
＊＊基準年度に完了した目標対策相当の対策を含む

都市環境エネルギー第８８号１１
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｢１０年後の東京」で、２０２０年までに東京の温暖

化ガス排出量を２０００年比２５％削減するという目

標を掲げた。東京都気候変動対策方針は、この目標

達成のために展開する「カーボンマイナス東京１０

年プ□ジェクト」の基本方針として、基本姿勢を明

確化するとともに、代表的な施策を先行的に提起し

たものである。

気候変動対策方針では、５つの方針を掲げている

が、方針Ｉ「企業のＣＯ２削減を強力に推進」ては、

大規模ＣＯ２排出事業所に対する削減義務と排出蕊取

引制度の導入を打ち出している。また、方針Ⅲ「都

市づくりでのCO2削減をルール化」ては、大規模新

築建築物等に対する省エネ性能の義務化とともに、

既存エネルギー供給システムの性能向上とともに、

地域全体におけるエネルギーの有効利用計画を策定

するしくみについて検討するとしている。

今後は、本方針に基づき、企業、ＮＧＯ、都民、

研究者等からなるステークホルダーミーティングを

開催して、相互の意見交換を行うとともに、東京都

環境審議会において条例改正に関する審議を経て、

２００B年度には環境確保条例改正を目指していく。

門で排出されるＣＯ２の4196に当たり、２００６年度

以降に計画書を提出する事業所を含めると、都内の

産業・業務部門における排出塁の半分弱について、

本制度により温暖化対策を推進していくことにな

る。

１０６５事業所の評価結果は図－８のとおり、

９８％がＡ評価以上ということとなった。しかし、

途中段階（８月末）で提出された計画書（案）では、

半数以上で基本対策が不十分でＢ、Ｃ評価であった

ため、都が指導・助言を行った。その結果、ほぼす

べて事業所で、基本対策への対応が図られ、Ａ評価

以上となった。また、削減蕊についても指導・助言

を通じて、約１４万t、約２３％増加し、約７５万tの

削減量が計画された。この７５万tは一般家庭２５万

世帯（ほぼ八王子市の世帯数と同じ）が1年間に排

出するＣＯ２に相当するもので、１０６５事業所の排出

鐘の約６％を今後５年間で削減するという計画であ

る。また、これは、部内における温室効果ガス総排

出曇約Ｓｏｏ０万tの約196を、１０６５事業所が削減

するというものである。

ﾌ．気候変動対策の今後の展開

東京都は、２００６年１２月に公表した長期構想

図一ｓ計画轡の作成

目標対策に関する評価

ＡＡ

Ａ＋

目標対策※（目標削減率）が5％以上

目標対策※（目標削減率）が2％以上

※基準年度（計画期間前の３ヵ年度）に完

了した目標対策相当の対策を含む

基本対策に関する評価

Ａ
Ｂ
Ｃ

該当する基本対策を全て計画化

該当する基本対策のち設備導入等対策が末
計画であるが、運用対策は全て計画化

計画化していない運用対策がある
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図－７中間報告圏の評価基準

ＡＡまたは

目標対策※の実施による実綱削減率≧１％

基本対策に関する評価

Ａ
Ｂ
Ｃ

※基準年度（計画期間前の３カ年度）に完了した目臘対策相当の対策を含む

図一Ｂ2005年度計画闇の評価結果

◆1,065事業所の評価結果 計画書

１２月末提出

５件）

１１件）
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計画書がＡ以上の評価で、運用対策を全て実施

計画書がＡ以上の評価で、未実施の運用対策がある

計画薑がＢ以下の評価
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わが街づくり

市民による環境への取り組み
～堺市における「風の道」を活かした

環境共生型まちづくｂ～
大小路界隈｢夢｣倶楽部代表幹事高木光三

１はじめに

堺市は、２００６年４月１日、曰本で１５番目近

畿地方では大阪市、京都市、神戸市に次いで4番目

の政令指定都市に移行しました。

堺市の歴史は古く、大和朝廷の時代には、仁徳天

皇陵をはじめ、１００数基から成る百舌鳥古墳群が

築造され、やがて戦国時代には、南蛮貿易など海外

との交流拠点として大いに発展しました。このころ

の堺の様子は、イエズス会の宣教師ガスパノレヴィ

レラが、その著誓の中て、「堺の町は甚だ広大にし

て大なる商人多数あり。この町はベニス市の如く執

政官により治められる」と記しており、この堺は

.東洋のベニス．と称され、世界地図にも掲載され

るほど著名になりました。このように戦国時代の堺

は、戦乱から町を守るため周囲に掘を巡らせて環濠

都市を形成し、戦国動乱の中にあってこれに巻き込

まれることなく、「会合衆（えどうしゅう)」と呼ば

れる有力商人自らが平和と自由を宣言し、自治的な

都市運営に当たるなど、自治都市・自由都市として

大いに栄えました。

しかし明治以降は､近代工業の発展､人□の増大、

市域の拡大、交通網の発達など、急速に都市化が進

行し、とりわけ臨海工業地帯と泉北ニュータウンが

造成された昭和３０～４０年代以降は、人□・産業

の集中と山林や農地の減少、自然海浜の喪失ととも

に著しい大気汚染や水質汚濁などの深刻な公害問

題が発生しました。

また、最近では、急速な都市化の進展に伴う新た

な課題として、「ヒートアイランド現象」が大きな

問題に発展しており、昨年度は曰最高気温とほった

曰が全国最多の計ＧＢ間を記録し、「曰本_暑い都

市．堺市」としてテレビや新聞などに何度となく取

り上げられました。そこで現在堺市では、ヒートア

1,000.000
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250.000
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図－１堺市における人□の推移

イランド対策指針などの整備を進める一方、

２００７年度今田都市再生モデル調査に、「曰本一誓

い堺市における「風の道」を活かした環境共生型ま

ちづくり構想の策定」業務を応募し、採択された枠

組みを使って、実際の都市再生事業とリンクさせな

がら、臨海都市特有の大阪湾の冷たい海風を市内中

心部に効率よく導入するための方策を、地域住民、

大阪府立大学、行政等が一体となって、７月初旬か

ら検討を進めております。

２堺市における熱環境の現状

(1)曰本_暑かった堺市（２００６年８月の気温分布

を振り返って）

堺市の２００６年８月の最高気温は３８３℃（８

月１５曰)、最高気温の月平均値は大阪府下最高

の３５６℃を記録しました。また、全国―暑かっ

た曰は、８月１３日１４日２０日２４日２５日

２６曰の計６日間もあり、これは全国最多でした。

さらに月平均気温29.7℃は、堺市におけるこ

都市環境エネルギー第88号１５



内陸部の山側で気温が低い傾向にあります。その

後１０時頃から海風が陸上に進入し始め、通常は

曰没後まで卓越し、風速は１４時頃最も強くなる

傾向にあります。また、海風は海岸線と直交する

方向で進入しますが､大阪府下の海岸線の走向は、

大和Ⅱ|以南はほぼ北東から南西方向となっている

ことから、堺市域では、海風の風向は、通常「西

北西」となります。

(2)風の場と夏季曰中の気温との関係

今回解析対象とした2005年B月１日３日４

日５日７日８日ｇ曰の７曰間の気温と風向デ

ータを地図上にプロットしてみると、１４時頃、

海風が通常の西北西から進入してくるパターン

（２００５年B月１日４日７曰）と、西北西から

南西～西南西に変化して進入してくるパターン

（２００５年B月３曰、５日８日９日）の2つのタ

イプがあり、両者の間で日中の気温に差が生じて

いることがわかりました。おおむね前者の気温は

２９８～３３０℃で分布しているのに対し、後者は

３３０～３５Ｂ℃と約3℃程度高く､また､風速が弱

いほど高温化が顕著となる傾向がみられました。

(3)まとめ

一般に、海風は陸上に比べて相対的に冷たい海

面を渡ってくるため冷たく、気温を低減する効果

があります。堺市では、直接海から西北西海風が

入ってくる曰は、夏季曰中の気温上昇がある程度

抑制される状況にありますが、午後に西北西から

南西系に変化した場合、前者と比べて、夏季曰中

の気温上昇抑制効果が十分機能せず、約3℃程度

上昇します。この要因として、南西系海風の場合

には、海風が堺市域に到達するまで、陸上を長距

離吹走する間に地表面から効果的に過熱されるこ

とによるものと考えられ、これには吹走する地域

の土地利用の変化が深く関与しているものと推察

されます。堺市の南西方向には、かっては広大な

農用地などが広がっていましたが、現在では急速

な都市化の進展に伴い、ほとんどが住宅地、工業

地、商業地に変貌を遂げているため、当地を長距

離吹走する間に海風が効果的に暖められた上で、

市域に進入していることが示唆されます。このよ

うに堺市における夏季日中の高温化には、海風が
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図－２堺市における200ｓ年B月の曰目Ⅱ最高気温

れまでの第一位の記録０９９５年８月の29.4℃）

を更新し、これに最高気温３５℃以上の曰数が

２２日と、月の２／３以上あったことなどを踏ま

えますと、堺市は大阪府下の中でも、とりわけヒ

ートアイランド化の進行が顕著な都市であると言

えます。

(2)堺市内の気温の経年変化

１９Ｂ０年から２００６年までの堺市、大阪市、

京都市の夏季の気温の経年変化を調べたところ、

７月から９月の平均気温、曰最高気温が３５℃以

上の曰数及び曰最高気温が３０℃以上（真夏日）

の曰数の増加傾向は堺市が最も大きく、とくに堺

市はヒートアイランド化の進行スピードが速いこ

とがわかりました。なお、熱帯夜（曰最低気温が

２５℃以上）の増加傾向は、大阪市が最も大きく

なっていることから、堺市のヒートアイランド化

の特徴として、とくに昼間時間帯の高温化が進行

していることが示唆されました。

３夏季晴天時における気温と風分布との関係

堺市におけるヒートアイランド化の要因として、

人工廃熱の影響も重要と考えられますが、ここでは

主に自然要因である「風」に着目し、大阪府下の大

気常時監視局の2005年８月のデータの中から、曰

照時間が多く曰中の気温上昇が顕著に現れているＢ

月１日３日４日５曰、ア曰、８日９日の計７

曰間の気温と風向・風速データをもとに、その相関

関係を解析することにより、堺市におけるヒートア

イランド化の特徴を把握することを試みました。

(1)堺市における夏季の風の場の特徴

堺市では、早朝８時頃は山からの陸風により、

１６都市環境エネルギー第88号



図－３西北西海風進入時の夏季日中の気温と風（2005年B月１曰１４時の左図：風、右図：気温）

図－４南西系海風進入時の夏季日中の気温と風（2005年B月ＢＢ１４時の左図：風、右図：気温）
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図－５海国進入方向の違いによる夏季日中の気温の違いの概念図
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深く関与しており、冷涼な海風をいかに効果的に

市内中心部まで導き入れるか､すなわち｢風の道」

を導入することが重要な対策のひとつと考えられ

ます。

パークなどの街路緑化、校庭の芝生化、グリー

ンカーテン（ゴーヤ、ヘチマ等）の導入などの

緑の対策、さらには建物への遮熱塗装や道路へ

の保水性舗装の導入などに関して数値解析を行

い、これに伴うヒートアイランド化の緩和・抑

制効果や効果的な配置計画などについて検討を

行う予定です。

④冷却作用の利活用に関する検討

上述、緑の対策と併行して、ここでは水を活

かした対策について検討します。具体的には、

街中へのせせらぎなど水辺やドライミスト設備

の導入、打ち水イベントの効果的な開催などを

数値シミュレーションによって検証し、緑の対

策同様、これら水の対策に伴うヒートアイラン

ド化の緩和・抑制効果や効果的な配置計画など

について検討を行う予定です。

⑤ヒートアイランド現象の緩和・抑制の視点か

らみたまちづくり構想への提言

以上、解析結果を踏まえ、これ以上、熱環境

を悪化させないためのまちづくりへの提言事項

を今年度末を目途にとりまとめ、将来的には堺

市のまちづくり構想・計画に全面的にフィード

バックしていきたいと考えています。

４堺市における「風の道」を活かした環境共生型

まちづくり栂想とは…

（１）概要

現在、再開発計画が進められようとしている堺

旧港地区や東西鉄軌道（ＬＲＴ）早期開業区間で

ある大小路シンポルロード地区などを対象に、冷

涼な海風を市内中心部に効果的に導入するため

に、風にとって抵抗となる高層建築物の配置や向

き、また、進入路となる河川、水路等の効果的な

配置、あるいは「風の道」上に公園・緑地、池等

のクールスポットを戦略的、かつ効果的に配置し

ていくことを、事前にシミュレーションを行いな

がら予測．評価し、これを実際のまちづくり計画

にフィードバックしていくことが本業務のねらい

です。

（２）熱環境シミュレーション実施に当たっての視点

①高層建築物の配置、向き等の検討

海風の進入□となる堺|曰港地区を対象に海

風の進入にとって支障となる高層建築物の配置

や向き等を数値シミュレーションによって検証

し、支障の有無、また、大きな支障となる場合

には、改善案を提示します。

②自動車からの廃熱及びCO2排出鑓低減に関す
る検討

ヒートアイランド現象の改善策のひとつとし

て、「自動車からの廃熱及びCO2排出量の低減」

があります。現在、東西鉄軌道ルートである大

小路筋の交通体系を見直し、環境に優しいエリ

アとすることができれば、この地域のヒートア

イランド化の緩和・抑制に大きく寄与すること

が期待されます。また、ベロタクシーなど自転

車の利用促進を図ることも有効策のひとつであ
ると考えます。

③建物・地表面の高温化抑制に関する検討
「風の道」上に新設するビル等への屋上緑化

や壁面緑化、駐車場の緑化、街路樹・ポケット

１８都市環境エネルギー第88号

５おわりに

これまでのまちづくりは、人間の利便性や機能性

向上に重点を置いて進められてきましたが、このま

までは持続可能な社会を構築していくことは困難で

あり、近い将来、財政やエネルギー資源が破綻する

ことは明白です。このため２１世紀のまちづくりで

は、予測される環境影饗を事前に踏まえて、将来取

り返しの付かない状態になる前にこれを回避するな

ど、戦略的な視点に立ってまちづくりを進めていく

ことが重要であると考えます。とりわけ堺市にとっ

て熱環境問題は喫緊、かつ重要な課題であることか

ら．私たち大小路界隈「夢」倶楽部は、かつての会

合衆のようにバワフルではありませんが、同じ堺の

ＤＮＡを受け継ぐ商人として、地元の学識経験者や

研究機関．行政等と一体となって、今回は熱環境改

善の面から「２１世紀の自治都市・堺」を実現して
ゆきたいと考えています。



わが街づくり

｢柏市の地球温暖化対策」

柏市役所環境部環境保全課

柏市は、首都圏３０kｍ圏内に位置するベットタ

ウンで、坂東太郎と呼ばれる利根川や水質が長年全

国ワーストワンを続けてきた手賀沼など恵まれる自

然環境を有し、常磐線や東武線、国道６号、１６号

線や常磐自動車道柏ｌＣなど、更に近年では、つく

ばエクスプレスの開業など交通の要衝であり、その

利便性を活かして、人口の増加やサービス業などの

商業の発展が顕著となっています。また、柏レイソ

ルやＪＯＭＯサンフラワーズなどプロスポーツチー

ムの拠点ともなっています。

平成１７年３月２８日には､隣接の沼南町と合併し、

人口約３８万人、面積約１１４k㎡として新たにスタ

ートしています。

千館-CO2柏市ｴｺｱｸｼﾖﾝプラン取組結果
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■■排出丑(千kE-Co2)－平成11年度比Ⅱ0減車(兜）

さらに、平成１７年度の合併を機に、２年間の暫

定計画を経て、平成１９年度から、第２期のエコア

クションプランがスタートしました。

１これまでの柏市の地球温暖化対策

平成１０年１０月「地球温暖化対策の推進に関す

る法律」（以下、「温対法｣）が公布されました。柏

市の地球温暖化対策は、これを待つことなく開始さ

れました。

主な取組は、次に示すとおりです。

①エコオフィスプランとエコアクションプラン（柏

市役所の取組）

平成１０年３月、「柏市エコオフィスプラン」を策

定し、柏市役所の省資源・省エネルギーとリサイク

ルの徹底を図ってきました。

また、平成１２年８月には、従来のエコオフィス

プランから、温対法に基づいた「柏市エコアクシヨ

ンプラン」を策定し、温室効果ガスの削減の目標を

設定して取り組んできました。

右図は、柏市エコアクションプランの取組結果を

示しており、平成１６年度の柏市役所全体の二酸化

炭素の排出量は、平成１１年度と比べて１０％削減

しています。

②環境保全協定の推進（事業者との取組）

平成９年８月これまでの公害防止協定を改め、

省資源、省エネルギーなどを含めた地球環境に配慮

した取組項目を追加し、「環境保全協定」としたも

のです。１０５事業所（平成１９年B月現在）と締結

しており、締結事業者の自主的な環境保全活動の促

進を図るとともに、この事業者と協働する場として

環境保全協議会を組織し、地球温暖化対策をはじめ

とする情報交換､地域との連携に取り組んでいます。

③「はじめようＩストップ温暖化展」（市民との取

組）

平成１７年、環境月間となる６月に千葉県地球温

暖化防止活動推進員（以下「推進員」という）など

と協働して「はじめよう１ストップ温暖化展」とし

て、地球温暖化について考え、実践のきっかけとな

る場を提供しています。

今年度は、推進員が企画運営を行い、参加団体も

都市環境エネルギー第88号１９



進に力を入れています。前年度からＢ団体増加し、１７団体で実施しており、

名称についても推進員の意見から「ストップ温暖化

展」としています。

写真は、小学生の環境学習の場となった会場の風

２条例制定の目的

平成１７年２月「京都議定霞」が発効し、日本を

はじめ各国の温暖化対策が本格化しています。

本市では、市民や事業者と協働の下で地球温暖化

対策実践への決意表明と積極的な参加を促進するた

め、平成１９年３月２８曰に柏市地球温暖化対策条例

を公布しました。

この条例は、全国の市町村では、京都市に次いで

２番目。千葉県内では、初めての制定となります。

◎

蘂宗

Ｓ条例制定の経過

条例の制定は、次の表に示すように、多くの市民

等の参画を得て検討してきました。

①かしわ環境ステーション

この団体は、市民、環境団体、市内大学の先生な

ど､市と協働して環境保全活動を実施する団体です。

平成１７年５月に条例の骨子について検討をお願い

し、平成１８年４月に提言薑として提案を頂きまし

た。

④補助制度の創設（市民・事業者への支援）

平成１８年度からは、市民向けに太陽光発電シス

テム設置補助、市民・事業者向けに低公害車（天然

ガス自動車及びハイブリッド自動車）の導入補助を

開始しています。

なお、本市では、「天然ガス自動車普及促進モデ

ル地域」として国土交通省から指定を受け、その椎 ②ストップｌ地球温暖化意見交換会

２０都市環境エネルギー第88号

時期 経過

平成１７年２月 ･京都議定暦発効

平成１７年5月 ･かしわ環境ステーション（説明①）での検討

平成１８年４月 ･かしわ環境ステーションから提言

平成１８年５月 ･ストップ１地球温暖化意見交換会（説明②）開始（～９月）

平成１８年6月 ･町会長・自治会長会議で地球温暖化対策を説明

平成１８年８月 ･柏市環境審議会に諮問

平成１８年1０月
、柏市環境審議会で審議

･伯市地球温暖化対策条例案要綱作成

平成１８年1１月

平成１８年１２月

･パブリックコメントの実施

･地球温暖化防止シンポジウム「みんなで考えよう１地球温暖化」の実施

(かしわ環境ステーションと共催）

･事業者との意見交換会の実施

(柏商工会議所・柏市環境保全協議会と共催）

･柏市環填審議会から答申

平成１９年３月 ･市議会に提案・可決

時期 経過

平成１７年２月 ･京都議定暦発効

平成１７年5月 ･かしわ環境ステーション（説明①）での検討

平成１８年４月 ･かしわ環境ステーションから提言

平成１８年５月 ･ストップ１地球温暖化意見交換会（説明②）開始（～９月）

平成１８年6月 ･町会長・自治会長会議で地球温暖化対策を説明

平成１８年８月 ･柏市環境審議会に諮問

平成１８年1０月
、柏市環境審議会で審議

･伯市地球温暖化対策条例案要綱作成

平成１８年1１月

･パブリックコメントの実施

･地球温暖化防止シンポジウム「みんなで考えよう１地球温暖化」の実施

(かしわ環境ステーションと共催）

･事業者との意見交換会の実施

(柏商工会議所・柏市環境保全協議会と共催）

平成１８年１２月 ･柏市環填審議会から答申

平成１９年３月 ･市議会に提案・可決



地域での温暖化対策の推進として、地球温暖化対

策計画の策定について温対法第２０条による努力規

定から条例に基づく市の義務規定としています。

また、市役所の率先した温暖化対策として、温対

法第２１条による柏市エコアクションプランを徹底

し、かつ、継続的に取り組んでいきます。

かしわ環境ステーションの提案を基に、市のコミ

ュニティエリア２０地域で開催し、３４７名の市民の

参加をいただき、多くの意見を頂きました。

特に条例制定について、多くの賛成意見を頂く

とともに、目標を示した効果のある条例として欲し

いとの意見を頂きました。

その後、これらの意見等を集約し、市としての条

例案を作成し、パブリックコメントシンポジウム、 ②市民・事業者は

市民等（市民、事業者等）が本市と協働して目標

達成に向けた温暖化対策実践することを規定してい

ます。

また、次の2点について、事業者に取組義務を規

定しています。

ぱお、削減計画書の策定基準は温対法よりも厳し

いものとなっています。また､配慮計画聾の策定は、

他の自治体では取組例のないものとなっています。

ア）次の事業者に、削減計画書の策定と実施並びに

公表を規定しています。

・温室効果ガスを1,500t以上排出する事業者

（施行規則第3条）

イ）次の事業活動に対し、配顧計画書の策定と実施

並びに公表を規定しています。

ＢＯＯＯＩＴｉ以上の開発行為、土地区画整理事

業、市街地再開発事業、店舗面積４０００｢TＩ

事業者との意見交

換会、柏市環境審

議会での審議を重

ね、議会の議決を

経て制定しまし

た。

４条例の概要

条例の概要は、次のとおりです。

基本理念に対策の4本柱を規定し、２つの削減目

標を定めています。

そして、その実現のために主に次のようなことを

規定しています。

①市は

第3条基本理念

の自然エネルギー、資源の有効利用②省エネルギー③３Ｒによる資源循環型社会④緑の保全
第4条削減目標

①平成２０年から２４年の平均を平成2年比696以上削減（京都議定書と同様の目標）

②平成27年度に平成１２年度比１０％以上削減（柏市環境憂本計画の目標）

取り組むために市民・事業者は市は

可
」

、

第１０～１３条

・表彰制度

・協働、連携

・支援

・情報提供

・学習の機会など

第５条市民等の寶務

自ら又は協働した取組

第８条削減計画（義務）

・一定の排出者に義務

第９条配慮計画（義務）

一定の開発事業に義務

第Ｂ条市の責務

・地域での対策

・率先した市役所での対策

第７条対策計画(譲務）

・地域推進計画の策定

し
都市環境エネルギー第88号２１



以上の大規模小売店舗（施行規則第3条） の自治体とも連携し、施策を展開することとしてい

ます。

③取り組むために

市民や事業者が地球温暖化対策を積極的に取り組

めるよう表彰制度の検討をはじめとして、支援や'情

報提供を行い、それぞれが協働して実施することを

規定しています。

③柏市役所の地球温暖化対策説明会

条例の制定を期に、課長クラスを対象に説明会を

開催しました。そこでは、これまでエコアクション

プランで実施してきた、職員の省エネ行動によるソ

フト的な対策以外に公共施設への太陽光発電施設

の設置やＥＳＣＯ事業の実施などハード的な対策の

検討・お願いなどを行いました。

５現在の取組

①柏市地球温暖化対策計画の策定

現在は、平成１９年度中に条例第７条に基づき、

地球温暖化対策をより総合的に、計画的に推進する

ための｢柏市地球温暖化対策計画｣を策定するため、

策定作業をしております。

この計画策定に当たっては、環境審議会に２つの

作業部会を設け活動をしています。

１つの作業部会は、「市民活動部会」とし、条例

の基本理念で規定する４つの項目を市民の家庭牛活

や事業者の事業活動の中でどのように取り組むべき

かを個別の対策として検討を行います。

また、もう１つの作業部会は、「まちづくり部会」

とし、特に、近年本市に開通したつくばエクスプレ

ス沿線でのまちづくりにおける省CO2化を都市計画

と連携しながら面的な対策として検討を行います。

このまちづくりにおける省ＣＯ２化については、本

市がモデル的な都市となり、全国に発信できるよう

に検討を進めています。

④省エネルギー診断

ＥＳＣＯ事業を検討・実施するに当たり、平成１９

年９月から、本市の施設（本庁舎、清掃工場、学校、

病院、消防本部、中央体育館）において省エネルギ

ー診断を開始しています。

現在のエネルギーの使用データを基に、現地での

設備の確認やヒアリングにより実施されています。

この、省エネルギー診断は、財団法人省エネルギ

ーセンターにより実施していただいています。

⑤エコドライブの推進

地元の商工会議所の環境委員会の発案でエコドラ

イブの普及や推進を行うことを目的に平成１９年

１０月に「エコドライブラリー」を実施することと

なっています。

その実施のため、平成19年８月には、「エコドラ

イブ普及員養成教習会」を開催し、本市において

１５名の方々が普及員として認定されました。

この、エコドライブの推進についても、省エネル

ギーセンターの協力をいただいています。

②柏市地域新エネルギービジョンの策定

地球温暖化対策に重要且つ大きな効果が期待でき

る新エネルギーの利用について調査・検討するた

め、策定委員会を設置し「柏市地域新エネルギービ

ジョン」を策定していきます。

この計画の策定は、ＮＥＤＯ技術開発機構の補助
事業として実施しています。

Ｓ最後に

今年度は、京都議定書の目標期間である２００８

年～２０１２年の直前の年です。

わが国では、６％の削減目標に対し、約896の増
加をしています。

本市としても条例の目標達成に向けた対策計画の

策定・実施を市民・事業者・本市が協働の蟇取り組

み、京都議定書の目標達成に向け、微力ながらも貢
献していきたいと考えています。

これらの計画の策定段階はもとより、その実施に

あたっても、かしわ環境ステーション、地球温暖化

防止活動推進員、環境保全協定締結事業者などのほ

か、多くの市民・事業者と協働して削減目標の達成

に向けて、輪を広げ、知恵を出し合い、更には多く
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ただいま建設中

名駅南地区及び名駅東地区

地域冷暖房熱源ネットワーク化計画について
東邦ガス（株）都市エネルギー営業部都市エネルギー企画グループ

足立宗喜
の地域冷暖房地区を熱導管で結ぶと発表した。異な

る事業者間の地冷がネットワーク化されるのは全国

初である。ＯＢ年３月から運用を開始する。

当社が運営する名駅南地区とＤＨＣ名古屋㈱が運営

する名駅東地区を熱導管（冷水、蒸気）て接続する。

名駅東地区は中部一の高層ビルミッドランドスク

エアを中核とし、昨年１０月から熱供給を開始した。

供給予定先の－部建物が建設中で、その工事に合わ

せて導管工事を行うことにした。

ネットワーク化により省エネや環境負荷軽減のメ

リットが得られる。主として名駅東地区の供給余力

のある時間帯・時期に名駅南地区へ冷水・蒸気の融

通を行い、コージェネの稼働率向上と高効率吸収冷

凍機の利用率向上を図る゜

これにより約８％の省エネ、約9％の二酸化炭素

排出削減が期待できる見通しである。また、名駅南

から名駅東へは蒸気融通のバックアップも可能にな

り、両プラントの供給安定性が向上する。

導管工事は地中推進工法で行う。導管敷設距離は約

４４ｍ（投影距離）で、事業費は約１０億円である。

また、事業費の－部に対して、平成１９年度「工

．まちネットワーク整備事業補助金」（国土交通省

１／３、名古屋市の協調補助１／３）の適用を受け

ることになっている。

このように名古屋駅周辺においては、エネルギー

の面的利用により、着実に省エネ化が進んでいる。

１．はじめに

名古屋では名駅南地区、ＪＲ東海名古屋駅周辺地

区、名古屋栄３丁目北地区、東桜地区などに続き、

新たに名駅東地区でも天然ガスコージェネレーショ

ンによるエネルギーの面的利用が実施されている。

名駅案地区では、旧豊田ビルと|日毎曰ビルの跡地周

辺の約ｇ６ｈａの区域面積を供給区域とする。その

うち、ＤＨＣ名古屋㈱はミッドランドスクェアを含

めたオフィスビル地下街、商業施設など５件の需

要家に熱供給を開始した。供給する延べ床面積は

３３万３０００｢Tiになる。さらに、今後予定されてい

るビルの新築計画にあわせて需要の拡大が見込まれ

ている。

２．名駅東地区エネルギーシステムの概要

これらの需要家を支える熱源プラントはミッドラ

ンドスクェアの地下5階で稼動している。システム

の概要はガスタービンコージェネレーション

（２０００ｋＷｘ２台)、蒸気吸収式冷凍機（毎時

Ｓ１６ＧＪｘ３台、毎時１５８ＧＪ×２台)、寶流ボイラ

（毎時４５ＧＪ×２台）、炉筒煙管ボイラ（毎時

３３ＢＧＪｘ２台)、さらに割安な夜間電力を活用で

きるターボ冷凍機（１１４ＧＪ×１台）と氷蓄熱槽

（gOOORth／5h）などを組み合わせている。

このシステムで特徴的なのはガスタービンコージ

ェネレーションが停電時にミッドランドスクエア向

けの非常用発電機機能を兼ね備えている点である。

非常用発電機は一般的に重油式を併用しているケ
ースが多いが、重油を貯蔵するには危険物取扱者が

必要となるなどの規制がある。そこで、非常用もガ
ス式で対応できるようにしている。

この゛名古屋駅前

の地域冷暖房熱源ネ

ットワーク化が、

今後の都市部におけ

るエネルギー面的利

用の新たなビジネス

モデルとなることを

期待している。

蝋

鵜３．エネルギーの面的利用の今後

東邦ガスは、４月１９日名古屋駅周辺の２カ所
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一海外情報一

低エンタルピー資源による地熱地域暖房

イタリアの事例研究

ヴォルフガング・バーガー博±

オリゾンティ取締役

の地域暖房システムを見てみると興味深い。その前

に、予備知識として、イタリアにおける地域暖房全

般の実情について目を向けてみたい。

低エンタルピー資源による地熱地域暖房

地熱地域暖房は高温芯地熱資源に恵まれた地域だ

けのものではない。例えば、イタリアのフェッラー

ラとバーニョ・デイ・ロマーニャという２つの自治

体では、逆に低エンタルピー資源の有効利用に成功

している。本稿ではイタリアの地域暖房の実情と、

上記２自治体における地熱地域暖房について述べ

る。

イタリアにおける地域暖房の実情

データ訂が膨大なため、ここでは主な事柄につい

ての概要にとどめておく。

第一に、イタリアでは熱エネルギーの６１％をコ

ージェネレーションプラントで生産しており、これ

は欧州諸国の平均を上回っている。

2004年の新設地域暖房システムとしては、フォ

ンド（トレント自治県に属する自治体）に創設され

たバイオマス利用の地域暖房システムのみである。

既存の地域暖房網のパラメータ（熱生産能力や供給

壁など)は何年間もほぼ変わらぬ増勢を示している。

２００４年末時点の総暖房容積は1億4440万ｍ3で、

２００３年に対し３％の増加である。これは2000～

２００３年の増加率が５．１５～ア８％で推移していた

のに比べるとはるかに低い。２０００～２００３年に

暖房容積の増加率が最も高かったのはブレシア

(Ｂ５ＺＢ２１ｍ３増)、ベ□－ナ（５０００００，３増)、

フエツラーラ（447509,3増）である。

バイオマスを利用した小規模の地域暖房システム

が、いまだ少ないながらも急速に増えている。バイ

オマス利用の地域暖房システムはアルプスの山岳地

帯に見られ、特にポルツァーノ自治県とトレント自

治県に多い。この２つの自治県で構成されるトレン

テイーノ／アルト・アディジェ州は、地域暖房容積

２００６年１～２月、記録的な厳冬に伴いガスの消

費量が増大したロシアは欧州への余剰ガスの輸出を

削減した。この影響でイタリアではガス供給に問題

が発生し、政府は国民に省エネルギーと暖房温度の

抑制を呼びかけ、さらにはガス供給を制限せざるを
得ない事態となった。

この経験をもとにイタリアではガスへの依存に

代わるべきさまざまな方策が議論された。暖房にお

ける再生可能エネルギーの利用を強化するというの

もその－つであった。フェッラーラ市とバーニョ

ディ・ロマーニャ町は熱供給に地熱地域暖房を併用

していたため、上記のガス供給危機に際してもイタ

リアの他の地域ほどには深刻な影響を受けずにすん
だ。

地熱利用によるエネルギー供給は高温な地熱資源
を自由に使える地域にしか通用しない、と思われる
かもしれない。しかし、よく調べてみると、この２

つの自治体はむしろエンタルピーの低い資源をうま

く利用していることがわかったのである。このこと

は、地熱エネルギーというものがいかに将来性の高
いものであるかを示している。このことを念頭に置

いて、フエッラーラとバーニョディ・ロマーニャ

２４都市環境エネルギー第88号

注］

直近のデータは２００５年９月統計および２００４年度
の年間報告



これは工場排熱についても同様である。さらに、地

熱については、２００２年から２００４年までの間に

１１３１７から１０，９５２石油換算トンへと使用壁が

減少している。

ではロンバルディア、ピエモンテ、エミリア・ロマ

ーニヤ、ヴエネトの４州に次いで第５位である。地

域暖房はこれら北イタリア諸州に集中しており、

２００４年は総暖房容積の９５８％をこの地域が占め

ている。これは、北イタリアの気候が中部および南

イタリアに比べてはるかに寒冷であることに起因す

る。

また、熱源としてのゴミ焼却の重要度も購異的な

高まりを見せており、現在、ゴミ焼却コージェネレ

ーションプラントの数はブレシア、ボ□－ニャ、フ

ェッラーラコモ、その他の各市を合わせると］０

以上に及ぶ。イタリアの地域暖房の主要熱源として

使用されている燃料の比率は、２００４年では天然

ガスが５９８％を占め、自治体収集ゴミが２０９％

でこれに続く（図１）。１９９８年では天然ガスの使

用比率はさらに高かったが、－万、ゴミ焼却熱の使

用は、当時はまだゼロであった。化石燃料、すなわ

ちガス、石炭蔓２，石油の使用比率はすべて１９９８年

当時に比べて低下しているが、絶対使用曇では当時

を大きく上回っている。

再生可能燃料、すなわち地熱およびバイオマスに

ついては、主要熱源への使用量は増加しているもの

の、全体に占める比率はまだ微々たるものである。

地熱利用による地域暖房システム

ー股に地熱資源はエンタルピーの高さに応じて最

終用途の可能性が異なる。高エンタルピーの地熱流

体ではその温度は１５０℃を超える。こうした高温

の地熱資源はマグマ活動の活発な地域に見られる。

高温の地熱は通常の発電設備や産業への利用が可能

である。－万、１００～１５０℃の中エンタルピーお

よび１００℃未満の低エンタルピーの地熱は、住宅

や農業や工業施設向け暖房熱としてそのまま利用す

るのに適している。ただし、バイナリーサイクルを

用いれば中・低温地熱流体も発電に利用可能とな

る。本稿では、低エンタルピーの地熱資源を利用し

た地域暖房システムを2例、紹介する。

地熱による地域暖房はまだあまり定着していな

い。イタリアで地熱利用の地域暖房プラントが集中

しているのはトスカーナ州のラルデレッ□地域で、

ここでは地熱のエンタルピーが高く、地熱利用発電

もかなり行われている。トスカーナ州には、ほかに

図一１イタリアの地域暖房における－次燃料の使用状況－１９９８年／２００４年対比

□'99B年

鬮２００４年
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二
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ﾓ)サンダルマツイオおよびカステルヌオーヴォの２

つの地域に地熱による地域暖房システムがある。地

熱利用の地域暖房は、以上のほかにはエミリア．ロ

マーニャ州のバーニョディ・ロマーニャ（フォル

リ）とフェッラーラ県の県庁所在地フェッラーラに

あるのみである。ラルデレッロとフェッラーラだけ

でイタリアにおける地熱地域暖房の約７５％を占め

ている。エネルギーの点では、比較的温度の低い地

熱丼を使用しているフェッラーラとバーニョデ

ィ・ロマーニャが特に興味深い。

図２は２００４年における地域暖房システムの基本

的な構造と熱生産鬮を示している。これによると、

この地域暖房システムではＢ０ＧＷｈを生産する地熱

が主力熱源としていることがわかる。天然ガスボイ

ラーの生産量は53ＧＷhでピーク時負荷を補完して

いる。ゴミ焼却炉はコージェネレーションプラント

(熱出力ＢＭＷ、発電出力３４４ＭＷ）で、生産量は

２５ＧＷhである。これらを合計すると約１５８ＧＷｈ

になる。ゴミも地熱と同じ再生可能エネルギーだと

考えれば、システムの運営主体であるＨＥＲＡ（※

訳者注：宮５１％、民49％の第３セクター）は生産

量の約６６９６を再生可能エネルギーで賄っているこ

とになる。

２つの低エンタルピー地熱丼はフェッラーラの町

のすぐ外にある。いずれも塩分濃度が高い。地下約

１０００ｍからポンプで抽出する熱水の採取量は

４００，３／時である。汲み上げた熱水の温度は

１００℃前後で、熱交換器を介してフェッラーラの

地域冷暖房・給湯供給網へと送られる（図Ｓ)。こ

の供給網は人口密度の高い市中心部の歴史地区をカ

バーしている。フェッラーラでは約１６．０００戸に

地域暖房が供給されているが、関係者への接続無料

サービスなどにより、利用者の負担軽減が図られて
いる。

約ｇｏ～９５℃の温度で本管に導入された熱水は、

各熱源と年間生産罰（2004年）

フェッラ１－ラの地域暖房

地熱貯留層は１９５０年代には発見されていたが、

当時はまだ油田を求めて…探査が盛んな時代であ

り、地熱が再生可能エネルギーとして注目され始め

たのは最初の石油危機が起きた１９７０年代のこと

である。しかし、地熱地域暖房システムが出来上が

るまでにはまだまだ時間を要し、システムの建設が

行われたのは１９８７～８８年にかけて、また最初の

サブステーションが整備されていったのは１９９０

～９１年にかけてであった。１９９３～９４年にかけ

てはゴミ焼却熱利用の地域暖房が盛んになった。２

つ目の地熱丼が本格稼動したのは１９９５年になっ

てからであり、稼働体制が整ったのはタービン発電

機が装備された1999年のことである。

図－２ フエツラーラの地域暖房システム一合熱源と年間生産罰
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水を供給している。この方式により生産されたエネ

ルギーは、２００４年は４８８ＭＷh、一方、暖房に供

給したエネルギーは１５８ＧＷhであった。表１にフ

ェッラーラ地域暖房システムの主要な技術データを

示す。

暖房容積は、１９９８年の２４９万ｍ3から２００１年

の３２６万ｍ３，そして２００４年のほほ４５０万ｍ3へ

と増加してきた。２００５年の末には１９９８年の2倍

６０～６５℃の温度を保って戻ってくる。ここの地

熱源の熱容箪は１４ＭＷに達し、２００４年には地域

暖房システムに対しＢ０ＧＷｈ前後の熱を供給してい

る（図２)。

熱交換器に熱を伝えた後の地熱丼には、別の井戸

を通して再注入が行われ、地下の地質工学上の安定

性を確保する。

冷房については、各所の吸収式冷凍機によって冷

図－３フェッラーラの地熱丼と熱交換システム略図

再注入用地熱丼生産用地熱丼

表－１フエツラーラ地域暖房システムの技術データ(2004年１２月）
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に達すると見られる。フエッラーラ市当局は、

２００８年までには暖房容積を６８０万ｍ3へ、さらに

２０１５年までには１０６０万ｍ3へと拡大させる予定

であり、供給網を市中心部の外側へも広げていく予

定である。２０ＯＢ年の第１目標達成には年間熱生産

量を２１４．９ＧＷhへと増加させることが必要であ

り、そのために次のような3段階の施策が実施され

ることになっている。

．第１に、地熱源の改良を図、、熱生産霞を

１６０ＧＷhへと倍増させる。これは発電所に比較

的高温（６０℃）の還水で得られる３０℃の温度

差をヒートポンプによって利用することで可能に

なる。

・第２に、ゴミ焼却による年間熱生産霞を最低

７５ＧＷhの水準、つまり現在の３倍の水準へと増

加させる。

・第３に、従来型燃料および補助燃料による年間熱

生産壁を５８ＧＷhへと増加させる。

これらの施策をそれぞれ実現すれば年間熱生産量

は合計293ＧＷhとなる。

'よ熱と電力を生産しており、今のところ、地熱利用

のコージェネレーションによる地域暖房システム

は、イタリアではこの事例のみである。熱は断熱パ

イプを通って各住宅に送られる。一方、電力はまず

発電プラントの所内用として使用され、残りが電力

供給会社の配電網に流される。このエネルギー生産

システムは基本的に以下の3つのユニットで構成さ

れている。

・低エンタルピーの地熱源を利用した電動ヒートポ

ンプ：熱出力2.248ｋＷ。

・天然ガスによるコージェネレーションプラント1

基：熱出力１０１６ｋＷ、発電出力600ｋＷ。

・統合および昇温。天然ガスによる：熱出力

５．２３２ｋＷ・

地熱丼からポンプで汲み上げる水はわずか３５～

４０℃程度の温水である。その温水をヒートポンプ

に送り、暖房システムの還流水を６３℃まで温める

(図４)。ヒートポンプおよび発電プラントに要する

電力はコージェネプラントで発電し、余剰電力は電

力供給会社の一般配電網に供給する。２基のコージ

エネレーシヨンユニットは、熱回収装置によって

７５℃近くまで熱した温水を供給する。需要がピー

クに達する冬期には3基の補助ボイラーで熱の供給

バーニヨ・デイ・ロマーニャの事例

バーニヨデイ･ロマーニヤの地域暖房プラントで

図－４バーニヨ・デイロマーニヤ地域暖房システムのフローチャート

「￣￣

'欄ﾛｶﾎﾞｲﾗｰ’

電網
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ことからも、今後、地熱利用の条件は大きく改善さ

れていくと思われる。地熱利用の暖房は化石燃料に

比べ地球温暖化ガスの排出が少なく、環境にとって

プラスとなる。大気汚染に悩む都市では、地熱を地

域暖房に直接利用することが健康な生活環境の確保

に大いに役立つことになろう。確かに、地熱利用も

環境影響要因の1つとなり得るが、汚染原因として

はきわめて等級が低い。地元の地熱を利用すること

により他地域からの燃料調達が削減でき、住民の環

境や経済にプラスの効果が生じる。地熱は効率的で

安定的な資源であり、他のエネルギーに比べて競争

力がある。コスト面に関しては、化石燃料が高臘を

続ける中てますます有利になると思われる。地熱は

信頼性の高い、持続可能な資源であり、エネルギー

源の供給危機が高まりつつある中て、エネルギー確

保の_手段である。

を確保する｡補助ボイラーは緊急時対応用でもある。

表巳にバーニョディロマーニャの地域暖房システ

ムの主な特性を示す。

バーニョディ･ロマーニャでは地域暖房網の拡張

が計画されており、特に公共ビルが集中しているサ

ンピエトロ地区が重点対象となっている。この拡張

により、熱生産霞は２５００ＭＷ増加、発電量は

５００ＭＷ増加と、熱、電力共にかなりの増産が見

込まれるとともに、汚染物質の排出量が減るため大

気汚染防止にも一層の貢献を果たすことになる。

結論

フェッラーラとバーニョディ･ロマーニャの事例

では、地熱は、低エンタルピーであっても、地元の

地域暖房システム需要を十分満足させ得るものであ

ることを証明している。

こうした形のエネルギー供給計画は、今のところ

他の地域ではあまり普及していない。このことは同

時に多くの可能性が未利用のまま残っているとい

うことを意味する。テクノロジーが進歩すれば、地

質学的に有利な地域に限らず、多くの地域でも地熱

利用が可能になると思われる。

再生可能エネルギーの利用には多くの利点がある
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表－２パーニヨ・デイロマーニヤ地域暖房システムの主特性
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システムのキーワード

コージェネを墓礎とした地域暖房で、地熱利用であることが特徴
仕三恭上ｱﾄﾞﾛ蜀拳1ｌｂ儲ＩＦ仕煙合寸Ｚ､里丸少翻方ひ)年産

尖由ＬＬ－Ｄ－●列［司乙しhnI
ヨ少ＬＬ＝喝＝ＪⅡｒ司一ニニヨⅡ戸乃Ｋｕｕ

発踊力６００kＷ

暖房容積２５００００，３

稼働開始年１ｓ８７

所有者パーニョ・デイ・ロマーニヤ当局

運用者Soggetel社
システムの手專鰐価

地熱丼、醗力および天然ガス配給網、地域暖房網

生産設備：ヒートポンプ、コージエネプラント、補助ボイラー、サブス
テーション

エネルギーおよび瑠境面の概要

熱牛産偏Ｓ,ＯＯＯＭＷｈ/ａ

発霞厨１，５００ＭＷh/ａ

天然ガス消賀園Ｂ５ＱＯＯＯｍ３/ａ

石油消費園０

麗埴関連

従来の石油利用システムに比べ‐35％ＣＯ2,-1Ｂ％ＮＯｘ､-100％SＯ２
排出物が削減



大学研究室紹介

芝浦工業大学工学部建築工学科

村上研究室

（都市・建築環境計画）

芝浦エ業大学工学

はじめに

村上研究室は１９９８年１０月から開設された。そ

れまで、芝浦工業大学の建築工学科には建築設備や

空気環境系の研究室があったが、都市環境を扱う研

究室の設置は初めてであり、首都圏の大学に新たに

都市環境系の研究室が誕生したわけである｡そして、

約9年が経過し、本年度は、修士課程６名、学部生

１２名が在籍している。

残念ながら単科大学のように中規模の大学では、

都市環境計画そのものだけに興味を抱く学生は少な

く、建築工学科の中で都市環境の位置づけをどうす

るかを腐心したあげ＜、都市環境的視点から建築や

街における環境計画論・技術について学ぶという意

味で、研究室名を．都市・建築環境計画．と名付け

ている。

現在は、１）都市空間の利用構造の解析、２）都

市のエネルギー利用構造、３）建築や街の－次エネ

ルギーの利用効率の向上システム、などを中心に研

究を実施している。

工学部建築工学科 教授村上公哉

る基礎生活圏（コンパクトタウン）を再構築し、そ

の有機的集合体として都市を再生するコンパクトシ

ティが注目されている。その一環として、都市空間

の利用構造を分析・比較している。

１．１ＧＩＳを用いた居住構造と緑被地楢造の比較

現在、インターネットを通じて簡単に都市を覗く

ことができる。この都市空間を数値化できないかと

いうことで始めた研究である｡都市空間の利用には、

増大する人口を都市空間内にどのように収容するか

という居住構造と自然空間の－部である緑被地をど

のように残存させているかという緑被地構造があ

る。これらを分析する手法として、ＧｌＳ（地理情報

システム）を活用し、居住構造は小単位地域（例：

国勢調査地区）ごとの人口ＧｌＳデータの分析から、

緑被地構造は衛星画像のバンドから算出される

ＮＤＶｌ（正規化植生指標）値のＧＩＳ分析から行って

いる。

図－１（a）は、世界都市である東京（２Ｓ区)、

ニューヨーク市、ロンドン市の分析結果を比較した

ものである。これは都市の中心（図－１（b）ては

旧東京都庁舎、ニューヨーク市庁舎、□ンドン市庁

舎）からの距離帯別の夜間人口密度、緑被地密度の

推移を示している。

まず、これからわかることは東京という都市空間

の特殊性である。東京は都心部の居住人口密度が低

く、郊外部の居住人口密度が高い。しかし、ニュー

ヨーク市やロンドン市はその逆で、都心部の居住人

口密度が高い。つまり人々が都心に住んでおり、そ

れが都心の賑わいや景観などの魅力の維持につなが

っていると考えられる。また、緑被地では、東京は

都心部と郊外部で差があまりないが、ニューヨーク

市やロンドン市では郊外部に緑被地が多く残ってい

る。

１．都市空間の利用構造の解析

都市環境問題の諸源の一つが、都市部への人□増

大に伴う市街地の無秩序な拡散である。その主な問

題には、中心市街地では空洞化に伴う地域コミュニ

ティの衰退、郊外部では少子高齢化や核家族化が進

展するなかで拡散した高齢者の生活支援負担増、郊

外部への低密度な市街地拡大に伴う道路､上下水道、

小中学校等の各種インフラ整備・維持の負担増、自

然（緑被地）の減少によるヒートアイランド現象の

助長、自動車利用依存による交通エネルギーの増大

など、環境問題の深刻化がある。

以上の問題を背景に、現在、都市をコンパクト化

(集約型都市構造化）するとともに、徒歩で暮らせ

３０都市環境エネルギー第88号
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図-１（b）東京23区、ニューヨーク市、ロンドン市の
居住棡造の比較

を提案している。これは都市における人口の飽和状

態に対して､現在の実際の人口の状態を示している。

図－３に示すように、過密度度指数が大きくなると

都市の人□密度が大きくなる様子がわかる｡そして、

図一４示すように、過密度指数が大きくなると都市

空間の環境汚染が進む傾向がわかる。

１２都市空間のモデル化と環境汚染の関連

ＧｌＳを活用すると非常に詳細な都市空間の構造が

分析できる。しかし、分析するためには小単位地域

別の人ロＧＩＳデータや衛星画像を必要とする。そこ

で、簡単な統計データから都市空間を視覚化する方

法として、図－２の人□ボックスモデルを提示した。

そして、都市の過密度を示す指標として過密度指標

都市環境エネルギー第88号３１
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図－４都市の過密度指数と瑠境汚染度との関係の分析例

の範囲を図示させる調査方法を用いて、街の範域の

大きさなどを調査している。図－５はその調査結果

の一部である。街の範域境界は幹線道路、河川、鉄

道などの制約を受ける傾向にある。そして、図－６

に示すようにその大きさは約１ｋｍ2～２kｍ2ほどの

大きさであり、徒歩生活圏である近隣住区の大きさ

とほぼ同じ程度であった。

図－３週密度指数と人口密度の関係

1.3地域住民の街の認識範囲

都市空間は基礎生活圏の集合体であり、基礎生活

圏の住環境を良くしていくことが都市全体の再生に

つながる。では基礎生活圏とは何か。これは行政上

規定された範域ではなく、地域住民が曰頃の生活の

中で意識するヴァーチャル空間である。そこで、地

図に自分（地域住民個々）が思い描く自分の街”
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図一ｓ地域住民の街の麗識範囲の大きさの平均

る。－次エネルギー換算で約８５％を電気消費量が

占めている。つまり、都市のエネルギーを考える上

で、電気をどう生産し、どう使うかが重要であるこ

とがわかる。また、電気消費量の内、公共施設の消

費量が占める割合は３～６％程度である。これは－

組織としては非常に大きな割合を占めていることを

意味している。

また、公共施設はエネルギーを消費するが、エネ

ルギーを生産する施設でもあり、そのエネルギーは

2．都市のエネルギー利用構造調査

都市環境における大きな問題の－つが、エネルギ

ー利用の増大とそれに伴う都市廃熱の増大である。

その一環として、都市のエネルギー利用構造を調査

している。

２１都市における公共施設のエネルギー消賀量と

牛産冊

図－７は、首都圏の都市内の建築物や工場などに

おける電気と都市ガスの年間消費量の調査結果であ

都市環境エネルギー第88号３３
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図－７都市における電気と都市ガスの消費冠との関係
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(b)清掃エ場と下水処理場における年間8,760時間の消費電力量実織
図一Ｂ公共施股の発電扇の鯛査結果

都市の省エネルギーにも重要である。そこで、清掃

工場や下水処理場等の公共施設が生産するエネルギ
ー壜などを調査している。（図－８）

2.2各種建築物のエネルギー消費量

早稲田大学尾島俊雄研究室の貴重な研究資産の－

つが各種建築物のエネルギー・水消費原単位であ

る。これを受け継ぎ、各種建築物のエネルギー・水

３４都市環境エネルギー第88号

消費量を調査している。早稲田大学在籍中は地味な

調査研究という印象であったが、エネルギー．水の

消費量の分析を通じて、各種建築物の使われ方や特

徴を理解できることから、現在学生に人気の研究テ
ーマの一つとなっている。
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図－９エネルギーシステムの将来の概念図

た場合の効果などを研究している。図－１０はネッ

トワーク化しているプラントの熱源システムの部分

負荷率の違いを推計したものであり、ネットワーク

化することで負荷率が高くなっていることがわか

る。

3２熱併給発電システムの一次エネルギー利用効

率評価方法

マイクログリッドとサーマルグリッドによる地域

エネルギーシステムでは、分散電源の－つである熱

併給発電システム（例：コージェネレーションシス

テム）が核となる。しかし、熱併給発電システムは

電気エネルギーと熱エネルギーという異なるエネル

ギーを生産するためにその効率の評価を難しくして

いる。例えば、発電量と排熱箪を単純に加算した

．総合効率．の高低はシステムの省エネルギーを適

切に反映していない。

そこで、熱併給発電システムの効率を適切に評価

する方法が必要となる。研究室では、まず総合効率

３．－次エネルギー利用効率の向上システム

都市の－次エネルギー利用を向上するためのエネ

ルギーの面的利用システムのあり方などについて研

究している。

3.1マイクログリッドとサーマルグリッドによる

地域エネルギーシステム

極論すると、都市のエネルギーシステムは、①集

中型電源＋電気式熱源システムと②分散型電源（熱

併給発電）＋排熱・発電電気利用熱源システムに大

別される。どちらか二者択一ということではなく、

それぞれの－次エネルギー利用効率を向上させる技

術を進展させながらベターミックスシステムを構築

していくことが重要である。

現在、集中電源＋電気式熱源システムの一次エネ

ルギー利用効率の実態調査と、図－９に示すマイク

ログリッドとサーマルグリッドによる地域エネルギ

ーシステムの可能性について研究している。その一

環として、地域熱供給プラントがネットワーク化し

都市環境エネルギー第88号３５
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図－１０ネットワーク化している場合とネットワーク化していない場合（推計値）における両熱源プラントの曰別負荷率
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図－１１総合効率と発電換算総合効率の概念比較

に変わる指標として￣発電換算総合効率．を提案．にエネルギーシステムの効率がどのように変化する
研究している。これは図－１１に示すように、熱工かを研究している。

ネルギーを電気エネルギーに換算し、熱併給発電シ３．３集中型電源と分散型電源システムのベストミ
ステムの効率を発電効率として示す評価方法であツクス状態の解析

る。３１で述べたように、集中型電源と分散型電源べ
また、熱併給発電の発電電力や排熱を利用するエターミックスシステム（分散型電源の発電割合とそ
ネルギーシステムの効率を換算するには、発電機の排熱を活用した地域熱供給の割合）を構築してい
(ＣＧＵ）に入力される一次エネルギーを便宜的にくことが重要である。図－１３は、千代田区、港区、
･発電相当．と゛排熱相当”に配分する必要がある。新宿区、品川区という異なる都市空間構造にて、現
研究室では、それらの方法として図－１２に示す配時点での与条件でミックス比率を試算した一例であ
分方法を整理するとともに、配分方法を用いた場合る。ミックス比率は、各都市空間における冷暖房・
３６都市環境エネルギー第８８号
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図－１３都市空間別の全集中型電源のA-PERとミックス状態のA-PERの算出結果

おわりに

都市環境に係わる研究テーマは非常に幅広い。そ

のため、学生から研究室の焦点（核）が分かりにく

いという意見もある。しかし、都市環境は幅広い部

分を扱うところに意義があるものの、－研究室で担

うのは、学生が言うように難しいのも確かである。

今後、全国に散らばる都市環境系の研究室と協力し

ながらそれが都市環境研究が大きなうねりになるこ

とを期待している。

給湯に係る．地域の一次エネルギー利用効率（Ａ‐

PER)．が最も高くなる状態から算出している。

しかし、この研究には集中型電源の受電端効率の

向上の目安、全電源と火力発電、電気駆動熱源装置

と熱駆動熱源装置の効率など不確定な与条件が影響

する。しかし、このミックスの可能性を追求するこ

とは重要な研究テーマと考えており、今後とも研究

室の主研究テーマとして進める予定である。

都市環境エネルギー第88号３７
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工場拝見

三菱重工業株式会社冷熱事業本部高砂工場

＝蓬重工業株式会社

冷熱事業本部大型冷凍機部製造課

係長佐久間章

ケーションで、歴史的にも古くから栄えた播磨の中

心地に位置しています。昭和４５年に大型冷凍機事

業を神戸造船所から大型回転機械専門工場である高

砂製作所に移管し、高砂製作所のタービン、ガスタ

ービンの回転技術から発した冷凍機を製作しまし

た。高度経済成長期はガス吸収冷凍機や地域冷暖房

用の大型蒸気吸収冷凍機の市場が大きく伸び、世界

最大級の蒸気吸収冷凍機５０００冷凍トン機を製

造・納入しました。近年はＣＯ２排出抑制等の環境対

応からターボ冷凍機の市場が拡大し始め、これと呼

応し、隣接する高砂研究所の強力な研究開発技術力

の支援のもと平成１２年に発売した省エネ性の高い

新型ターボ冷凍機ＮＡＲＴシリーズの投入、平成１５

年には現在でも世界最高効率を持つAARTシリーズ

及びインバータターボ冷凍機の先駆けとなり平成

１５年度省エネ大賞経済産業大臣賞を受賞した

ＮＡＲＴ－ｌシリーズを発売し、生産量が吸収冷凍機

を追い抜き平成旧年の年間生産鰯は300台を超え

当社の大型冷凍機事業は、神戸造船所の経験警富

なターボプロワの技術を活かし、昭和３１年に毎曰

名古屋会館にターボ冷凍機の初号機を納入してから

約50年の歴史を持ち、吸収冷凍機、ターボ冷凍機、

スクリュー冷凍機を製作してきました。現在はター

ボ冷凍機を中心にした機器製造から総合技術力を生

かした熱源ソリューションの提案など多岐にわたる

事業を展開しています。事業環境の改善のため平成

１２年には高砂製作所の冷凍機部門を切り離し、名

古屋に拠点のある冷熱事業本部と統合し、冷熱事業

一体運営による事業基盤強化に向け再出発しまし

た。ここでは大型冷凍機の開発・設計・牛産拠点で

ある高砂工場を紹介します。

1．高砂工場

冷熱事業本部高砂工場は、兵庫県内の瀬戸内海に

面した播磨臨海工業地域の－つである高砂市の高砂

製作所内にあります。東に明石、西に姫路という□

生産ライン

３８都市環境エネルギー第88号



ンの技術力向上を目的としたサービストレーニング

センターを平成１８年５月に竣工させ、１年間で約

３２０人が既に教育訓練を受けました。拡大するタ

ーボ冷凍機のオーバホールや定期メンテナンスにも

十分応えられるようサービスマンの増強と技術レベ

ルを確保するため、技量・技能訓練だけでなく技術

講習も実施し、質の高いアフターサービスが提供で

きるよう事業強化にも取り組んでいます。

ました。２年前より拡大するターボ冷凍機市場に対

応するため、工場の拡張を進めており平成１７年に

第２工場建設、本年８月に第２工場拡張、また平成

２０年薑の第３工場の稼動に向けた計画を進めてお

り､急ピッチで生産体制の増強に取り組んでいます。

現在の生産ラインは、熱交換器組立場、圧縮機組

立場、試運転場、発送準備場から構成されており、

工場面積は約７０００，２ほどです。自動化にも力を

入れており、熱交換器組立場には従来手作業で］曰

を要していたシエルの穴あけ作業を自動化し、１時

間に短縮しました。圧縮機組立場にはセル方式を導

入し、新規工事及びオーバーホール工事にも対応で

きるよう改善を加えています。試運転場は、お客様

の条件に応じた仕様で同時に４台の運転が可能とな

るよう専用設備を配置しています。試運転ループが

6系統ありその組合せによって１０ＯＲＴの小型機～

１０．００ＯＲＴの大型機まで柔軟に対応可能であり、

電源設備に関しても電圧や周波数の組合せが可能と

なっておりあらゆる条件の運転に対応しています。

電気以外の駆動力として蒸気設備も有しており、

昨年ｅｏＯｏＲＴの成田空港向け蒸気駆動ターボ冷凍

機の試運転を実施しました。第２工場は４０トン天

井クレーンを２台配置し超大型機の出荷にも対応可

能となっています。

営業、管理・設計・生産、サービスを含む社員数

は、ここ数年１００名ほどでしたが、工事麺の増加

や設計・開発、サービスカ強化のため、従業員の採

用にも力を入れており、５００台の生産体制に向け

邇進しています。また、工場に隣接してサービスマ

2．製品紹介

ターボ冷凍機メーカーのトップランナーとして、

時代のニーズに適した製品開発を常に目指し、現在

は、年間で省エネルギー化が図れる部分負荷効率の

高い製品を、小容量から大容量まで豊富にラインア

ップしています。当社ターボ冷凍機は、省エネ、

CO2排出量削減に大いに貢献し、国内外のお客様よ

り高い評価をいただいています。

【主力製品の一例】

●固定速機【ＡARTシリーズ】冷媒ＨＦＣ－１３４使

用、定格ＣＯＰＧ４期間成績係数ｌＰＬＶ７Ｂ

低負荷領域で更に高効率で安定した運転を実現

し、１０年前の当社従来機対比、約４０％もラン

ニングコストの削減が可能。

●インバータ機【AART-lシリーズ】冷媒HFC－

１３４使用、部分負荷最高ＣＯＰ２１９

１０年前の当社従来機対比、消費電力、ＣＯ２排出

量は約60％も削減が可能。（工場負荷の場合）

～回…￣…～「且

AART-Iシリーズ

都市環境エネルギー第88号３９
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新会員紹介
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一．」

SmartCityの実現へ向けて

■i雲)■
横浜国立大学大学院環境情報研究院

准教授吉田聡

１．はじめに

Ｓｍa｢ｔという言葉には、①賢い、利□な、②性

能の良い、③洗練された、④［人の動きが］活発な、

⑤抜け目のないという意味があります。私たちの

生活する都市は、人□と活動の集積によって圧倒的

に不足する環境の容量を人工的な装置で補うことで

成り立っていますが、－万でヒートアイランド現象
などの環境問題として副作用、綻びも出てきていま

す。また、私たちの住む曰本は世界有数の地震国で

す。私たちは、自然環境のシステムや先人たちの知

恵に学び、賢明でかつ性能の良い都市システムを築
くとともに、地震などの災害に対しても抜け目のな
い都市システムにしていく必要があります。すなわ

ち、SmaItCityの実現が求められているのです。

私は、村上虚直先生（都市防災計画)、佐土原聡

先生（都市環境/地域エネルギー計画）のもとで学
び、現在の職に着きました。現在は、佐土原先生と
ともにＳｍa｢ｔCityの実現に向けた研究に取り組ん
でいます。

的利用」が護われ、地域冷暖房をはじめとする地域

エネルギーシステムに注目が集まっています。しか

し、都市の中には圧倒的な数の個別のシステムを有

する既設建物が存在します。これらは、地域冷暖房

並みにしっかりと管理運用されているものもあれ

ば、経年劣化がすすんでいるにも関わらず更新でき

ずにあるものまで様々です。そこで街区を－つの単

位として考え、街区内にある既設建物設備の余剰能

力（季節、時間による設備の余剰能力）および更新

された高効率設備を、街区の末利用エネルギーポテ

ンシャルととらえて、街区内で設備を共用し、エネ

ルギーを融通することで省エネを進める「建物間エ
ネルギー融通」に関して検討を行っています。

２３省CO2型まちづくりに関する研究

一昨年、早稲田大学客員教授の小澤一郎先生を団

長にヨーロッパ都市の取組みを視察する機会があ

り、スウェーデン・マルメ市をはじめ省CO2型まち
づくりの挑戦的な取組みに感心しました。個人、企

業など個々の努力ももちろん大切ですが、地方自治
体を中心に様々な人たちが関わりあって省CO2型の
社会システムづくり（制度づくりや、ビジネスづく

りも含まれます）を行っていくことが必要と考えて
います。地方自治体の都市計画・まちづくり部局を

はじめとして様々な主体の人たちが省CO2型まちづ
くりにどのように関われるか、関わるためにはどう
したら良いのかについて検討を行っています。

ａＳｍａ｢tCity研究の紹介

２１保水性舗装における効果的な散水に関する研
究

ヒートアイランド対策として、各地で保水性舗装
道路が施工されています。汐留シオサイト地区では
下水処理再生水を保水性舗装道路に自動散水してい
ます｡－万で横浜市では商店街などに「すず風舗装」
として保水性舗装道路を施工し、周辺住民に「ハマ
ロードサポーター」の組織化を促して、地域での打
ち水の実施を促進しています。しかし、使用する水
にもコストやエネルギーがかかるため、「いつ」「ど
れくらいの愛を」「どのくらいのスピードで」散水
するのが最適なのかを知る必要があります。また、
保水性舗装に使用される保水材は、種類によって水
の吸水性能や蒸発性能が異なるため、散水の最適解
も異なります。そのため、様々な種類の保水性舗装
の吸水性能、蒸発性能を試験体（サンプル）を使っ
て測定しています。

３．おわりに

ＳｍａｌｔＣｉｔｙの実現に向けて、都市環境エネルギ
ー協会には、地域冷暖房を始めとした都市環境シス
テムや地域エネルギーシステムの普及、技術の向上
に活躍されることを期待しています。また、現在私
は研究企画委員会委員、研究技術幹事会委員として
活動中ですが、協会の個人会員として、これまで以
上に研究を通して協会活動をお手伝い出来ればと考
えておりますので、会員の皆様、よろしくお願いし
ます。

２２既設建物間のエネルギー融通に関する研究
京都議定書目標達成計画の中て「エネルギーの面

４０都市環境エネルギー第８８号
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｢都市環境における地域冷暖房」セミナー開催報告
§北海道ブロック②講演｢温暖化対策と戦略的なエネルギー面的利用」
曰時平成１９年７月Ｂ曰（金）］３３０～経済産業省資源エネルギー庁電力゛ガス事

１７：３０業部政策課課長補佐須山照子

場所新さっぼろアークシティホテル③講演「わが国におけるエネルギー面的利用の可能

札幌市厚別地区地域熱供給プラント性」

横浜国立大学大学院准教授吉田聡

◇プログラム④導入事例紹介．施設見学

①講演「地域冷暖房推進施策について」「札幌市厚別地区熱供給の概要」

国土交通省都市・地域整備局市街地整備課北海道地域暖房㈱業務部長中川隆一

課長補佐筒井祐治

当協会と同じく、地域冷暖房の普及促進を主体に活動しております、㈹曰本熱供給事業協会との共同開催

により、自治体向けの今年度初のセミナーを北海道で開催致しました゜

セミナーでは、まちづくりにおいて「都市」と「環境」を計画段階から－体のものとしてデザインするこ

との重要性、そしてその展開において、「地域冷暖房」あるいはエネルギー面的利用の1つである熱融通シス

テムが有効であることを中心にご説明いただきました。

また、両省ならびに学識経験者といったそれぞれの視点から、共通の課題である「地球温暖化対策｣、「ヒ

ートアイランド対策」の現状と施策、支援策などをご説明いただくとともに、地方自治体の役割や今後特に

期待される．主体間の垣根を越えた活動．についても熱弁を振るわれました。

その後、導入事例の紹介として、環境保全とエネルギー資

源の確保を同時に実現するＲＤＦ（ごみ固形化燃料）を熱源と

した地域冷暖房施設である「厚別地区地域熱供給プラント」

のご紹介と施設見学を行いました。

まさに、セミナーのテーマである「都市／環境／エネルギ

ー」の調和を、先進的に進めている事例紹介であったと考え－」の調杣を、先進的にj唾めてい③事例紹介であったと言えセミナー風景プラント視察

ております。

第１４回都市環境エネルギーシンポジウム開催報告

平成19年１０月１０日東京ウイメンズプラザにて開催致しました。今年度は新しい協会の進む方向をさら

に考えるという位置付けでテーマも「都心再生に寄与する新しい都市環境インフラ」としました。
はじめに講演を３氏から以下のテーマで頂きました。

「コンパクトシティー」筑波大学副学長腰塚武志

「地方都市の都心再生」東京大学教授大西隆

「環境立国・曰本の創造」環境省大臣官房長小林光

休憩の後、基調講演を受けテーマを「都心再生に都市環境

エネルギー協会の果たす役割」と題して、尾島理事長をコーパネルディスカッション見学会
ディネーターにパネルディスカッションを行いました。

パネラーには講演をいただいた大西先生、小林官房長に国土交通省都市・地域整備局技術審議官竹内直
文氏、三菱地所㈱代表取締役専務執行役員長島俊夫氏、協会理事（東京電力㈱都市エネルギーソリューシ
ョン部長）鎌倉賢司氏、協会業務委員長（東京ガス㈱都市エネルギーサービス部長）皆川壜一氏が加わり、
今後のCO2型都市構造のあり方や熱供給事業のあり方、さらに本協会の役割等について活発に意見交換が行わ
れました。

会場には多数の来場をいただき大変有意義なシンポジウムとなりました。
見学会は翌１０月１１日赤坂熱供給株式会社のご好意により､赤坂5丁目ＴＢＳ開発地域冷暖房施設の見学を

行いました。ご説明は久米設計や施工会社の皆様に担当していただき、大変お世話になりました。見学施設
には来舂、本格稼動に向けて現在試験中の最新施設もあり、参加者一同、興味深く見せて頂きました。

都市環境エネルギー第88号４１
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熊・ＩＨＩに綱のⅡのように破きilliめられた熊脈。

棋から吸いl:げられた水分や養分を

熊の隅々に行き渡らせるために作られた自然のインフラです。

連ばれた水分は光合成によって分解され､二21MＭ上ljMiを利IILてｲiIQ物と鹸蕊を'1【みだします。
こんな理想的なシステムが1枚1枚の熊の中で↑『われています。

私たち蝿〃(ガスはwIt米のHBoliをこの1枚の難のようにＸｉＬ<快適に変えていたいと掻えています.
熊脈のように肺IIj一面に13tき詰められた導符を油して、

杼ご家腿はもちろん､ホテル､鏑院､ショッピングセンターなどの施投にlll綿される郁巾ガス。
部iIiガスの脱科となる尺然ガスは、

イiillIや石蝋よりも二Hf化焼鍋の排111が少ないクリーンエネルギー。

IIEらす人が忠わず深呼吸したくなる肺I1iへ。

私たちは天然ガスで文IＩします。

東京ガス峡式会社郁市エネルギー郛凝8Ｂ新宿区西新宿３．７－】新宿パークタワー２フＦＴＥＬＯ３－５３２２－フ５４７(ダイヤルイン）

ｈｔｔｐ:〃ｅｅｅ・ｔｏｋｙｏ－ｇａｓ.ｃ◎･iｐ

４２都市環境エネルギー第88号



円iiiii;iiiiiiiijifiii

細謝で､地Ｌ(との此ﾉﾋをめざしま人1kガス
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新菱;合鍵

新菱冷熱の地域冷暖房
ｈｔｔｐ:〃ｗｗｗ・ｓｈＩｎｒｙｏ・ｃｏｍ

民蘓
環境へ。

４４都市環境エネルギー第88号
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遭境に配圏した熱源システムヘの際殴i翅投資なら￣

三菱重エのHFC･134aターボ冷凍機を
JIL代のオフイスビル､大規模商栗施睡や工鳩などに求められるのは､環境保全への取り組み。
キーになるのは熱ilHシステム､そしてそこで使われる市ijI【樋の効率です。

火柵な竹エネルギーを実現する三菱ｍ工のターボ冷im機。

向性能ターボ冷猟樋の導入は､CO2の排llIftIII1減などの環境保全に寄与するだけでなく､ｌｉＩ時にﾗﾝﾆﾝ”ストなどの経営腿皿も解決します。
鐘亜二I:の捉案です。

ＣＤＰＭ鑓瀧がﾂﾘ壷ｽﾞﾙ,■、
IPW7.g霧｡鮒鵬嚇嗜■Ｊ１：：!

部分負荷時最高

COPZ1.、
インバータ

AART-Iシリーズ

燕１：AARTB100I冷水出ロ元､冷却水入ｐ１工 :AAlT形ＩＤＯ

Ａ三菱霞ｴ業楡義薗祗冷熱血典本部大型冷凍機部〒108.8215束京都港区港南2.16.5TELd3-eｱﾔ§;4２６５

豊かな歪Ｊ=Ｆの．告と？と私たちの行動基盤てす

都市環境エネルギー第88号４５
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壜口几
、￣￣、■
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私たちＢ本頂境技研は、業務フィールドである環境・エネルギー分野や都市計画、再開発計画、都市再生分野や地

域冷暖房（地域熱供給）分野、都市インフラ整備分野などで、現在から未来に向けて持続していく豊かな環境を創造

し、旨反させていくことを行動墓鎮として、業務を行って参りました。

例えば、私たちがこれまで数多くの実細を持つ地t或冷暖房。私たちは、「(1)調査研究・企画・棡想」から「2)計画．

検討」を経て、「⑧設計・事業化・評価」のステップまで、全ての段階において最適な提案・技術力をもって取り組む

とともに、各ステップで相互に運搬を計り、プロジェクトの付加

価値を高めてまいります。

このステップが繋がり、それらが更に大きな

波紋のように拡がっていくことにより、私たち

ともに「豊かな未来環境の創造と昌及」の実現

目指していきます。

」ＥＳ

JES日本環境技研株式会社
http:"www､jes-corpco､jｐ

O3-5272-9401

計画・検肘･･､、、

Ｓ



(12成19年５１】総会時点）

〈dl56社〉

株式会社東芝

東電設計株式会社

東邦ガス株式会社

東洋熱工業株式会社

戸田建設株式会社

特許機器株式会社

株式会社酉島製作所

株式会社日建設計

日本環境技研株式会社

株式会社日本設計

日本ビー・エー・シー株式会社

株式会社日立プラントテクノロジー

株式会社ヒラカワガイダム

三井金属エンジニアリング株式会社

株式会社三菱地所設計

三菱重工業株式会社

株式会社山武

横河電機株式会社

三建設傭工業株式会社

三葉化工株式会社

JFEエンジニアリング株式会社

清水建設株式会社

株式会社神鋼環境ソリューション

新日本空調株式会社

新日本製鐵株式会社

新菱冷熱工業株式会社

株式会社大氣社

大成建設株式会社

ダイダン株式会社

株式会社高尾鉄工所

高砂熱学工業株式会社

株式会社竹中工務店

中部電力株式会社

株式会社テクノ菱和

東京ガス株式会社

東京電力株式会社

東西化学産業株式会社

愛知時計電機株式会社

アクアス株式会社

石川島播磨重工業株式会社

株式会社荏原シンワ

荏原冷熱システム株式会社

大阪ガス株式会社

株式会社大林組

鹿島建設株式会社

片山ナルコ株式会社

川崎重エ業株式会社

川重冷熱工業株式会社

関西電力株式会社

株式会社関電エ

株式会社きんでん

株式会社クボタ

栗田工業株式会社

京葉ガス株式会社

西部ガス株式会社

三機工業株式会社

<賛助会員＞ <Hf1l社〉

株式会社大阪テクノクラート

四国電力株式会社

石油連盟

デイーエイチ・シー・サービス株式会社

電源開発株式会社

株式会社東急コミュニティー

東京下水道エネルギー株式会社

東京都市サービス株式会社

株式会社日本イトミック

日本ビルサーピス株式会社

丸の内熱供給株式会社

三浦エ業株式会社

みなとみらい二＋－熱供給株式会社

株式会社横浜都市みらい

（五十音順）

４６都市環境エネルギー第88号
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例年に比べ>jj山かつ/と７月から一転して記録的猛科となり、

７０年ぶりに国内の最高気温の記録を更新、東京でも過去３０
年平均に比べ８月の平均気温は２℃近くも高くなり、毎日汗に
まみjr'ていた今年の夏でした。電力会社１０社のうち６社で服
大電力量が過去限局を記録したとのことです。少し前までは．
｢今夏は異常気象で…」て済まされていたのですが、気温のみ
ならず、染中豪雨や巨大台風の発生などが綬舌－崎的な異
常気象では済まされない状況に荘っています。
地球温睡化の影鯉なのでしょうか。その温暖化防止のため

に京都議定詞で約束したＣＯ２削減量の達成のため、国をあげ
て消費エネルギーの削減推進を図るなかで．当協会もエネル
ギーの面的利用の促進などを通して削減対策に貝献しており
ますが、エネルギーの使用量は逆に増加の傾向にあり、目標

コラム

達成には、いよいよ厳しい状況になってきています。
省エネルギーは効率の向上も亜要ですが、便わ紅いことが
一番効果があります。とは己うものの電化製品、エアコン．
自動車、｜Ｔ機器など使いIllJnてしまうと我慢するのはなかな
か難しいものです。使いたくても使えるエネルギーに限りの
あった江戸時代の生活に後戻りすることはできない相談でし
ょうが、もう少し真剣に各人の生活スタイルを見直す時期に
来ているのではないかと思います。

平成１９年度政策委員長本田裕二
〈㈱三菱地所設計〉

、厩委員会露￣￣
｜鵜：鰯,鼠{麗譜ｽﾃﾑ蹴］
｜委日赤沢惚一〔JFEｴﾝｼﾞﾆｱﾘﾝｸﾞ㈱〕／加用口実〔鹿島建股催Ｉ坂□ひろし〔大阪ガス㈱〕／福田仮弘〔松'日立プラントテクロノジー〕／牧野

｜鱸務鳳覇藷〔爾日鱗ｴﾝｼﾞﾆｱﾘﾝｸﾞ蝋]/鑓聡〔顛篝熱工蕊纐]/渡趨
Ｌ－－－－－

則行〔荏原冷然システム㈱〕
ロ次〔新日本空唄梱〕
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